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はじめに
　法人税は，わが国では所得税とともに国税の基幹を形成しており，税制改革
の必要性が高まるにつれて，所得税および一般消費税と並んで三つの大きな検
討課題の一つとなっている。法人税については，この税が先進諸国の税制に登
場して以来，その課税根拠や税体系におげる位置づげや役割について多くの議
論が重ねられてきたが，まだ，これらの問題について十分なコンセソサスを得
ておらず，所得税等と異なり，法人税にはあるべき姿を論ずる際の規範的な基
準が確立Lていない状態である。
　このことは，あるべき姿を求めて，法人税改革を行う方向が一義的かつ恒久
的には設定できないことを示唆Lていると言えよう。したがって，法人税の改
革はその背後にある経済杜会の変化およびそれが及ぽす経済効果を見ながら，
法人税が税体系の中でどのような目標を持ち，どのような役割を担うべきかを
設定し，そのためには，如何なる税構造を取り，如何なる課税方法を取るべき
かを議論したほうがより建設的と言えるであろう。本論文では，こうLた視点
から法人税の問題点を税制改革の流れの中でどのように理解し，如何にその解
決を求めたら良いのかを1986年10月に公表された政府税制調査会の答申を参考
にしながら，検討することを目的としている。まず，法人税全般にわたる間題
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とLてその負担水準を検討し，次に法人税の税率構造を取り上げる。第皿節で
は法人税の課税根拠にかかわる所得税との負担調整について論じ，第y節では
法人税の課税べ一スに関する諸間題について検討する。
I．法人の税負担水準
　最近の主要諸外国におげる税制改革の動きによって，わが国の法人企業の税
負担の相対的た高さが間題となってきている。法人の税負担水準を議論する場
合，その前提としてどのような指標を用いるのが適切なのかを，まず，検討す
る必要があろう。
　税負担水準を示すものとしては，いくつかの指標が考えられるが，ここでは
主要な指標を三つ取り上げて検討しよう。
　①法人所得に対する法人税収の比率（τo／η）　これは国民経済計算上の法
人所得に対する法人税収の比率として求められるものである。この指標につい
ては，分母の法人所得が国民経済計算上の概念であるため，黒字法人の所得額
から赤字法人の欠損額を差し引いたものとなっており，分子の法人税収と必ず
しも対応していないという難点があり，そのため殆ど利用されていない。これ
に代わるものとして・国税収入に占める法人税収の比率（τo／τ）がしぱしぱ用
いられる（表1参照）。わが国の場合，この比率が主要先進諸国に比して著し
く高いが，この比率は上記の法人所得に対する法人税収の比率（τσ／乃）のほ
か・トータルとしての租税負担率（τ／γ）および国民所得に占める法人所得の
比率（γσ／γ）の3要素から構成されているので，法人所得に対する法人税収の
比率が高いだけでなく・租税負担率が低げれぱ低いほど，また1国の経済活動
のうち法人という形態で営まれる部分が大きけれぱ大きいほど，その比率は高
くなる。ωしたがって，国税収入に占める法人税収の割合が高いからといって，
一概に負担水準が高いとは言えないのである。
　②実効税率　従来から・大蔵省では法人の税負担水準を比較する際，いわゆ
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表1　法人所得に占める法人税収の割合等の推移
（単i立：％）
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1965‘昭40）28．312．4lO．433．729．417．2I4．O36．15，827．712．812．68．825．85．343．28．7一2；．4 6，434．3
』
1970‘1昭45〕33．O12．717．823．721．717．48．842．911．236．79．443．76．425．64．436．911．216．11．26．O
1975｛昭50）28．511．77．345，622，715．58．939．48．332．53．871．O4．826．02．550．810．25．67．534．8
1980‘一昭55〕31，514．211．140．419，417．18．340．18，134．97．139．96．827．34．046．210．328．38，O36，5
1981｛昭56）29．OM．610．40．815．917．58．O34，66．336．67．331．66．327．O4．O42．810．29．06．744．0
1982‘昭57〕28．514．81O．40．411．816．16．529．36．837，68．629．86．626．73．747．310．429．76．150．4
1983（■昭58〕28，815．10．939，815，O15．18．526．66，936．51i－122．96．926．8■ ■ 9．129．26．938．6
（注）1．
　　2．
日本は年度．各国は暦年の計数であ私
To　　　　　　　　　　　　　法人税収（To）＿一は。次のように分解され飢　　　　　　　　一丁　　　　　　　　　　　　　国税収入（T）
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3．　税千制調査会答申審識資料によるo
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る「実効税率」という指標を参考にしてきた。これは法人所得に係わる国税お
よび地方税の表面税率から導出した包括的な税率水準を示す指標であり，具体
的には，法人税留保分（42％），配当分（32％）と道府県民税および市町村民税
の法人割（それぞれ法人税額の5％と12．3％）と，事業税（12％）について，
税込み利益のうち30％が配当に充てられ，事業税は課税計算上，翌期の損金に
なるとして計算すると，
　　　（0．7×O．42＋0．3×0．32）×（1＋0，173）十〇．12　　　一　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　＝05155　　　　　　　　　　　　1＋O．12
となり，わが国の場合，実効税率は51．55％となる。主要諸国についても地方
税・配当性向等について同様な仮定を置いて計算した実効税率で比較する限り，
わが国の法人税負担はそれほど高くないように見える（表2参照）。しかしな
がら，実効税率の計算にあたり，配当性向を30％と実態以上に高く設定してお
り，②さらに，地方税については標準税率を採用しているが，わが国の企業の
多くは，東京，大阪，名古屋など制限税率を課している地方に立地しており，
この制限税率を用いた計算では，実効税率は53．24％へと上昇する。帽〕
　実効税率についての基本的な問題は，課税べ一スの差異について全く考慮し
ていないことにある。法人の税負担水準は，本来，税率水準と課税べ一スの相
表2　法人税率水準の国際比較
＝区分 日　　本 アメリカ イギリス 西ドイツ フラソス
！
『≡実 52．92 51．I8 40．OO 56．52 50．OO???
（85年度） （85／86年） （85年） （84年） （84年）
51155 40．34 35．00 45．00
1率 （86年度） （88年） （86年以降） （86年以降）
■????????
51．60 32．35 23．49 49，84 42．20
（85年度） （86年） （85年） （84年） （88年）
（注）　　実質税負担率は経団達による試算。
　　　経済広報センター「所得税．法人税の減税と売上税」（62年3月）およぴ大蔵省『財政金融統計月毅』
　　　（租税特集）より直
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乗として決まってくるものであるのに対し，実効税率は各国における課税べ一
スの計算方法の差異を考慮に入れておらず，負担水準の一面を示すに留まり・
国際比較の指標としては，不十分なものと言えよう。＝4〕
　③実質税負担率　法人税負担の国際比較を行うには税率だげでなく，政策税
制としての租税特別措置による課税べ一スの差を考慮に入れるべきであり，そ
のためには，特別措置による税負担の軽減を加味したr実質税負担率」を用い
るべきであるという意見が経団連を中心に主張された。帽］具体的には，次式に
基づいて計算される。
　　　　　　　　　　　　　　租税特別措置減収額　　　実効税率×（1　　　　　　　　　　　　　　　）　　　　　　　　　　　法人税収十租税特別措置減収額
　この実質税負担率では，アメリカ，イギリスが実効税率よりも大幅に低下す
るのに対し，わが国は実効税率を僅かに下回る程度で，政策税制による減税分
が他の先進諸国と比べ極めて少ないことが判明する（表2参照）。｛6〕
　しかしながら，この実質税負担率に対して，大蔵省では租税特別措置は各国
の国情に応じて各種の政策目的を持って設げられているものであり，ある国に
おいて特別措置とされていても他の国では特別措置とされていないといったよ
うにその範囲は必ずしも同一ではないので，租税特別措置の区分によって実質
税負担率に差が生じてしまうと反論している。さらに，特別償却や準備金のよ
うに課税の繰延べによって軽減効果が発生する租税特別措置については，通常・
初年度の減収分の見積額だげで評価しており，準備金を取り崩Lた時や減価償
却については償却範囲が少なくなる後年度に税収増が生じるという，いわゆる
r取戻し効果」を考慮に入れていないため減収額を過大に導く傾向が強いとい
う間題点もある。例
　また，大蔵省では，企業の負担軽滅のための手段とLては，租税特別措置の
ような政策税制以外にも多くの財政金融政策措置があり，政策税制だけを加え
て負担水準の国際比較を論ずるのは適当でないとしてい乱
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　実質税負担率は，また投資促進策がどれほど考慮されているかの尺度として
も適当ではないことも明らかであろう。たとえぱ，租税特別措置の特別僕却を
考えてみると，後年度に取戻し効果カミ生じている年や新規投資が減少している
年には，実質税負担率は急速に高まることになる。しかし，租税特別措置が継
続している問は税制からの投資誘引効果には変わりがないはずである。したが
って，ある特定年次を対象とする経団連タイプの実質税負担率は投資刺激効果
の尺度とはなり得ないであろう。投資に与える法人税の効果を見るには，法人
税がどれほど資本コストを高めるか，それが特別償却や投資税額控除によって，
どれほど相殺されているのかを検討しなけれぱならない。
　また，法人の税負担水準が企業の投資行動に及ぽす影響については，法人課
税のみならず所得税等を含めた資本所得に対する総合的な税負担に着目する必
要がある。わが国においては，個人段階において有価証券のキャピタルゲイソ
が原則非課税であること等によって，資本所得に対する税負担はかなり軽減さ
れていると考えられる。
　投資意欲が資本財の耐用年数にわたる将来の収益率と資本コストの関係から
決まるとすれぼ，投資行動に影響を及ぽすのは単に税制上の要因だげではない
ことが判ろう。実際に，わが国の投資活動はこれまでかなり活発であったし，
国際的にみてわが国の実効税率あるいは実質税負担率が相対的に高いことが，
わが国の企業活動を大きく阻害していたとは考えにくいのである。税制以外の
要因として，わが国の金利水準が相対的に低く，企業の借入れ割合が高いこと
も投資活動にプラスに作用してきたと考えられる。
　しかしながら，今後，金融の自由化等にともない経済的諸条件が国際的に一
層均一化するものと予想されるから，税負担水準の国際的格差が企業の投資活
動に悪影響を及ぼす可能性も高まると思われる。とくに，諸外国の法人税率が
概して低下傾向にある現在，税負担水準を引き下げる方向で見直しを図る必要
があろう。その場合，租税特別措置や引当金等による課税べ一スの圧縮に基づ
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く税負担の軽減よりも，企業問，産業間の税負担格差をもたらさないような税
率の引き下げによる経済活動に中立的な法人税制の改革を図る必要がある。こ
の点に関して，今回の答申では財政事情を考慮しつつ，中期的にみて実効税率
が5割を下回る水準まで引き下げることが適当であると述べている。しかしな
がら，実効税率も西ドイツを除けば他の主要諸国は86年度以降45％以下に低下
しており，国際的バラソスという点からすれぱ，50％を下回るだげでは十分と
言えないであろう。とくに，わが国の場合は租税特別措置等の政策税制による
減収分が少ないため，実質税負担率との格差がそれほどなく，公平性および中
立性等の観点から課税べ一スを圧縮させないでおくためには，実効税率の大幅
な引き下げが必要とされよう。
注（！）わが国は他の先進主要諸霞と比べて，いわゆる「法人成り」現象により実態は個
　　人企業であっても法人形態で営まれることが多いという特色がある。
　（2）利益計上法人の税引後利益に占める支払配当の割合は15％程度である。
　（3）道府県民税と市町村民税の法人割の制隈税率はそれぞれ6％と14．7％であり，事
　　業税の制隈税率は法人所得の13．2％である。
　（4）外国では，実効税率という場合，次に述べる実質税負担率を意味し，犬蔵省等の
　　いう実効税率は総合表面税率とでも呼ぶ方が適当であろう。
　（5）経済団体違合会『先進各国の企業税制と税負担』経済資料No－350．1984年6月
　　を参照。
　（6）政策税制に含まれる主なものは，日本では特別償却，増加試験研究費の税額控除
　　等，アメリカではACRS（投下資本早期回収制度），投資税額控除，増加試験研究
　　費の税額控除等，イギリスでは投下資本（機械等の初年度100％回収を含む）早期
　　回収制度，棚卸資産評価の特例等，西ドイツでは特別償却，税額控除等，フラソス
　　では特別償却，価格変動準傭金等である。
　（7）詳細については，野口悠紀雄『税制改革の構想』東洋経済新報杜，1986年を参
　　照。
u．税率構造上の問題点
わが国の法人税では，現在，法人の種類別に異なった税率が適用され，普通
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法人については留保分には42％，配当分には32％が課せられ，中小法人，協同
組合等，公益法人等及び人格のない杜団法人等についてはそれぞれ表3のよう
な形で軽減税率が課せられている。
　その上，一部には法人税に累進税率を導入すべきであるという意見もみられ
る。しかしながら，もし導入すると，巨大な生産設備を要する鉄鋼業や電力業
等，事業の性格上，資本規模や配当原資としての所得の絶対額が必然的に大き
くならざるをえない企業が相対的に不利になったり，あるいは税負担軽減のた
め法人の不必要な分割を招き，企業の経営形態に歪みを生じせLめ，経済活動
表3　法人種類別の法人税率
法　人　の　種　類 納税義務 税　　率　（％）
留　保　分　　配　当　分
　　　　　　　株式会杜
普通　法　人　有限会杜
　　　　　　　相互会杜等
協同組合等＝麟蕗1
有
右
　42　　　■　　　32
（中小法人の年所得
　　　　800万円以下都分）
　　30　　　　　　　　24
27 22
掲げる法人
　　　　　　　　杜団法人，財団収益事業を営む■　　。。
　　　　　　　　法人，宗教法人　場合のみ有公益法人等＝等法人税法別表！
　　　　　　　1笑二に掲げる法」　　1
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　42」人格なき杜団等齢賭嚇雛講営むて年所得、。。万円以下部分）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　30
　　　　　　　　地方公共団体，i公共法人篠灘■
　　　　　　　　に掲げる法人
無
（注〕1．外国法人は、国内源泉所得を有する場合のみ納税義務あ㌦ただし，外国挫；人である公益法人等又
　　は人楮なき社団等は，国内源泉所得で収益事菜から生ずるものに限挑
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に非中立的な影響を及ぼすことになる。本来，累進税率の適用を認める考え方
の基礎には能力説による所得再分配という目的があるが，これは個人にあては
まる概念であり，個人の集合体とみなされる法人には妥当しない。また，政策
的観点から適用されている軽滅税率についても，上述の理由から，基本的には
単一の比例税率が望ましいであろう。
　現行の中小法人に対する軽減税率については，今回の答申では，中小企業の
保護・育成という政策的見地からの特例措置としてとらえ，基本的には単一の
比例税率を適用することが望ましく，現在の基本税率との格差が10劣を上回る
水準は大きすぎるので，格差を縮小する必要カミあると述べている。しかし，わ
が国のように法人成りの同族中小法人が多い場合，その法人税率は個人事業者
に対する所得税率との関連で考察する必要があろう。ωまた，特別措置等によ
る減税機会の利用可能性が大企業に偏っているのであれぱ，バラ1■ス上，税率
面での軽減措置を認めなげれぱならないが，課税べ一スの拡大により減税機会
を減らし，企業規模による負担の不公平をなくせぱ（実際に企業関遠の特別措
置による減収額は年々減っている），基本税率との格差をもっと縮小すること
は可能である。その揚合，軽滅税率をあまり変えずに基本税率を引き下げる方
向で，格差の縮小を図ることが望ましいであろう。
　公益法人・協同組合等に対しても28％の軽減税率が適用されている。本来，
公益法人は公益事業の実施を目的とL，また，協同組合等は組合員問の相互扶
助を目的とした組織であり，それぞれ一般法人とは異なった特殊性を有してい
る。今回の答申においては，rその特殊性について引続き配慮が必要であると
しても，これらに対する軽減税率については，基本税率との格差が大きいこと，
これらの法人の営む事業が一般法人，特に中小法人の営む事業と競合している
場合が多いこと等にかんがみ，これらの経済実態に十分配慮しつつ，基本税率
との格差を縮小する方向で検討すべきである」としている。
　基本的には，競合関係にある法人に対してはその形態いかんにかかわらず，
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1235
　132　　　　　　　　　　早稲田商学第327・328合併号
法人課税はできるだけその競合関係に影響を与えないような形で課税しなげれ
ぱならないはずである。したがって，特定の公益活動を行うことを目的に設立
される財団法人，杜団法人，宗教法人，学校法人であっても，実際の活動にお
いて営利を目的とする普通法人と市場において競合関係が生ずる場合には，そ
の蚊益活動によって得た利益に対して法人課税上，他の法人と同じ扱いをしな
けれぱ競合関係を歪め，非中立的な影響を及ぽすことになってしまう。中立性
の観点からすれぼ，法人形態によって軽減税率を適用する根拠は無くなる。
　これに対し，公益法人がその設立目的にかなった公益活動を行う場合には，
おそらく他の普通法人との問に競合関係を生じることはないとみなされるので，
その場合には法人課税上，特別の配慮を公益法人に与えてもそれほど中立性を
損なうことにはならないであろう。現在は以下のような二つの特別な配慮がな
されている。
　①公益法人については，収益事業のみが課税対象とされ，かつ収益事業から
　　公益事業のために支出Lた金額は寄付金と見なされるとともに，寄付金の
　　損金算入額は一般法人に比して優遇されていること。
　②協同組合については，員内利用による剰余金について事業分配量配当を行
　　った場合，その損金算入が認められること等の所得計算上の配慮がなされ
　　ていること。
　これらの措置が取られている以上，現在の基本税率との格差は大き過ぎ，や
はり軽滅税率を犬幅に引き上げるのでばたく，基本税率の引き下げによって，
その格差を縮小することが望ましいであろう。同時に，公益法人については，
その設立目的に照らしてふさわしくない行為を行うものがあり，公益法人の認
可制度を抜本的に見直すとともに，非課税とされている資産運用による金融収
益の獲得が金融貸付業や不動産貸付業と本質的には何等変わりがないこと等に
見られるように課税対象の範囲限定に問題が発生しており，実態に即して税法
上の収益事業の範囲を見直す必要があると思われる。
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　最近の民営化ないし民間活力の利用の動向は，ますます公企業と私企業の中
閻組織を拡大しつつあり，今後とも公益法人の活動は増大する傾向にあると言
えよう。それだけに，公益法人と一般法人との間の競合関係も拡大するおそれ
が多分にあり，公益法人課税の重要性が増しているのである。
注（1）法人税の基本税率と所得税の個人最高所得税率とがほぼ同一水準であるならば，
　　中小法人課税の必要性は薄れるであろう。
］］I．法人税・所得税の負担調整
（1）基本的な考え方と調整方式
　法人税の課税根拠に関しては，周知のように法人実在説（絶対主義）と法人
犠牲説（統合主義）とがある。前老の立場に立てぱ，法人は株主と分離した実
体であり，法人は独自の担税力を持つことになり，所得税と法人税の負担調整
は不必要となる。後考の立場に立てぱ，法人税は自然人の何れかが最終的に負
担すべきことになり，法人所得は最終的に株主に帰属し，株主の所得を構成す
ることになる。この場合には，法人税と所得税との聞でなんらかの負担調整を
講じる必要が出てくる。ただし，負担の調整は法人税負担が株主以外には転嫁
されない，あるいは部分的にしか転嫁されないという前提で行われていること
に留意する必要がある。従業員の賃金カヅトや製品価格の引き上げという形で
税負担が全額転嫁されると，二重課税の調整の必要はなくなる。部分的に転嫁
されるならば，その残りの転嫁されない部分（配当に属する部分）についての
み負担調整をすれぱ良いことになる。ω法人税の転嫁と帰着の問題については
理論的にも実証的にも確定的な結論には至っておらず，法人税負担が株主以外
にも転嫁される可能性が存在するのであるから完全な負担調整を行うことが必
ずしも望まLいとは言えないのである。
　わが国では，法人税を主要税目としている多くの先進諸国と同様に法人犠牲
説の立場を取っており，この負担調整を法人と個人株主の両段階で行ってい
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る。すなわち，支払い段階の配当軽課制度と受取段階での配当税額控除制度と
の併用方式である（表4参照）。
　現行の負担調整方式に対する今回の税制調査会答申の評価および是正策は以
下のように要約されよう。
簑4　現行の負担調整に関する仕組みの概要
1　区
1法
人
段＝
階．
個
人
株
主段「
階」
法
人
間「
配■
当1
分 制　　度　　　の　　概 要
　　　　　　　○普通法人の各事業年度の所得に対しては，次のような課　．
　　　　　　i　税が行われている。
　　　　　　1①資本金1億円超の法人
　　　　　　1　　　留保分　　　　42％
　　　　　　1　　配当分　　32％
配当軽課制度≡②資本金1億円以下の法人
　　　　　　　　　　　　留　保分　　　　　30％
　　　　　　，　　配当分　　　24％
　　　　　　r　年800万円超の所得
　　　　　　■　　　　留保分　　　　　42％
　　　　　　■　　　　配　当分　　　　　32劣
配当控除制度　：
受取配当益金
不算入制度
○個人株主の受取配当については，次のような課税が行わ
　れている。
　受取配当の10％（課税総所得金額が1，000万円を超える
場合，その超える部分の金額については5％）の税額控除
が認められる。
○法人株主の受取配当については，次のような課税が行わ
　れている。
　受取配当は，全額益金不算入とされる。
　ただし，受敢配当が支払配当を超えるときには，その超
える部分の25％は益金算入とされる。
　（Lたがって，その超える部分の益金不算入割合は75％
　　となる。）
（注）益金不参入となる受敢配当額は，法人が受けた配当
　　の額から株式に係る負債利子の額を控除した金額とさ
　れる。
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　現行の2段階方式は税制を複雑なものにし，簡明な仕組みという観点からす
れぱ，いずれかの段階に一本化すべきである。その場合，法人段階での調整で
は法人税負担の軽減が必ずしも配当の増加につながらず，税負担調整の効果が
株主に及ぱないこと等，調整方式としては不十分である。その上，本来調整を
行う必要がない外国人株主や非課税法人株主に対して支払う配当にまで自動的
に調整の効果が及んでしまうという難点がある。
　また，現在の配当軽課制度は，株式による資金調達を容易にL，自己資本の
充実を図ると言う政策目的で昭和36年度に導入されたが，配当軽課と自己資本
比率の向上との聞にはこれといった相関関係がみられず，その効果は明かでは
ない。｛2〕むLろ，配当性向の高低により，法人税額が異なり，公平性および中
立性の一点から見て間題である。
　したがって，負担調整の方式としては，配当軽課を廃止し，個人段階での調
整に委ねる方向が適当である。個人段階での調整方式としては，ヨーロヅパ諸
国で実施されているイソピュテーショソ方式と現行の配当税額控除方式とがあ
るが，後考の方が税務行政上簡便であり，導入後長年経遇Lて安定した制度と
なっているから，これを維持するのが適当であ私なお，配当軽課を廃止Lて，
個人段階での調整に委ねる場合には，現行の二重課税の調整割合を勘案して，
税額控除率を見直す必要がある。
　以上のような答申の考え方には，シャウプ勧告の影響が強く出ていると考え
られる。シャウプ勧告では，法人は根本的にはある事業を遂行するための集合
体であり，個人事業よりも重い税を法人形態に課す理由も無げれぱ，その逆を
行う理由もないとしている。ただ，法人とその他の企業形態との間で殆ど完全
に区別をなくす税制は極めて複雑にたり，納税者の協力がえられず，実際上は
かえって不公平となるおそれが多分にあ乱そのため法人企業と他の企業との
間の公平をできる隈り維持し，同時に個人所得額の重大な脱税を防止する簡単
な要素の組合せである，①法人所得に対する35％の法人税率と②個人株主に対
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する25劣の受取配当税額控除率とを選んだのである。
　シャウプ勧告もこのような税額控除方式よりもインピュテーション方式の方
が調整方法としては優れていることを認めているが，より簡単た方法を採用す
ることが少なくとも当分のうちは最善であり，所得税が円滑に運営されたとき，
なお一層洗練された方法への移行を考慮するのが適当と考えていたのである。
答申では，現状は所得税がまだ円滑に運営されていないと認識しているという
よりも，税務執行上の簡便さと現行制度の定着性を重視したものと考えられ
る。
　また，配当控除についてもシャウプ勧告では，法人税は源泉課税であるから
税率は一定であることを要求しているが，これに対し答申では，配当軽課の廃
止の理由を政策措置として配当軽課が有効である証拠がないことを挙げてい
る。シャウブ勧告では，もともと配当軽課は容認し得ない制度であり，配当軽
課の廃止は論理的整合性を持つものといえよう。なお，配当軽課の廃止にとも
ない税額控除率を引き上げる必要があるかどうかは基本的には二重課税の調整
割合に依存する。しかし，控除率の引き上げという形で株主（それらは高所得
老が相対的に多い）に対してだけ調整の恩恵が及ぶのでは公平という観点から
は問題があろり割やはり，将来は比較的簡素で調整率の一定なインピュテー
ション方式へ移行するのが望ましいと考えられる。
（2）法人間配当
　法人間配当に関する受取配当益金不算入制度は，シャウプ勧告以来，法人株
主の受取配当についてもその税負担の調整を行う仕組みとして実施されてき
た。しかし，勧告後，企業の経営形態や資金調達の態様に著しい変化が生じ，
法人企業の株主構成の変化にこれが端的に表れている。昭和25年当時は，個人
株主が約6割，法人株主が4割であったが，その後法人株主の割合は一貫して
上昇しており・60年度では全上場会杜株式の約4分の3を法人株主が保有して
し・る。
　1240
　　　　　　　　　　　　法人税改革における諸問題　　　　　　　　　　　137
　このような経済実態からみて，法人問配当に関する現行の取扱についてどの
ように評価するかが間題となってきた。シャウプ勧告では，法人が他の法人か
ら受げ取る配当を課税所得に含めることは，一法人が他の法人の株式を所有す
る場合には，伸介法人を経由せずに利益の配当が最終個人株主に直接行われる
場合よりも重い税が課せられることになるとし，子会杜または持株会杜を使用
すること，もしくは法人が他の法人の株式を所有することに対Lて差別する理
由はないとして，法人の純課税所得から，他の課税される内国法人から受け取
った全ての配当を除くことを提案したのである。
　これに対して，今回の答申では法人株主比率の上昇という実態を踏まえ，企
業支配的な関係を持たない法人の株式は投資物件の性格があるとし，さらに企
業の資産選択の実態を考えると，法人が投資対象として保有する株式に係る配
当にまで益金不算入の取扱をする必要はないとしている。しかし，法人の株式
保有には様々な理由があり，全てが投資対象とは考えられないから，現実的な
対処としては不算入の割合を徐々に低下させて行くことが望ましいであろう。
ただ親子会杜聞の配当のような企業支配的な関係に基づくものについて，これ
に課税すると，事業を子会杜形態で営むよりも事業部門の拡張や支店の設置等
による方が税制上，有利となり，その結果，法人間の垂直的統合を促す等，企
業の経営形態の選択に対して中立的でなくなる。したがって，答申では企業支
配的な株式の受取配当については現行制度を維持し，その他のものについては
見直しが必要であるとしている。
　このように法人間配当に・ついては，答申はシャウプ勧告からの脱却を主張し
ており，法人犠牲説の立場から離れようとしていると指摘できよう。さらに，
実際上の問題として資本金の規模や業種等によって異なるであろう企業支配的
な関係の判断基準をいかに設定するかという間題が残されよう。
注（1）答申の付属資料の巻末付表に「税制改革の家計の負担に与える影饗に関する仮定
　　試算（ミクロ試算）」がなされているが，その試算要項において「法人課税の個人へ
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　の帰名については，法人課税の2分の1は株主たる個人に，残りの2分の1は消費
　者たる個人に帰着するものと仮定して，法人課税の軽減額を世帯の株式保右額およ
　び消費支出額に応じて按分して算出した」と説明されている。
（2）時価増資の普及とか転換杜債の誕生とカ㍉配当軽課措置の導入当時と資本市場の
　様子が変わってしまった二ともその一因である。
（3）しかも，答申では触れていないが，現行方式では所得税限界税率の影響を受けて
　その調整率は各株主が属する課税所得階層により不均一になってしまうという難点
　がある。
w．　課税べ一スの拡大
　イギリスやアメリカの法人税改革では，法人税率の引き下げと共に課税べ一
スの拡大が図られてい私具体的には，イギリスでは資本控除やストック・レ
リーフの廃止，アメリカでは投資税額控除の廃止やACRS（資本コスト早期回
収制度）の縮小がそれぞれ行われている。これらの改正は法人課税の中立性の
確立を目指したものであり，法人税改革の中心となっている。わが国の法人税
の課税べ一スも基本的には税負担の公平性，税制の経済に対する中立性等の原
則に従って見直Lを行うべきであろう。さらに，税制の簡素化の観点からも課
税べ一スの整理・拡大を図り，法人税率の引き下げに吸収していくことが望ま
しい。以下では，課税べ一スの拡大にかかわる諸項目について順次検討してい
こう。
（1）租税特別措置
　今回の答申では，租税特別措置については，特定の政策目的を実現するため
に税負担の公平，中立性等の税制の基本原則をある程度犠牲にして講じられて
おり，Lたがって，個々の政策目的の重要性，意義について常に見直しが行わ
れねぱならないとする総論を打ち出すだけで，具体的な整理・合理化の対象を
示していない。わが国の場合，法人税収に対する企業関係租税特別措置の減収
額の比率は昭和40年末期から低下傾向にあり，現在では3％強に過ぎない（表
5参照）。これは財政再建策に沿って特別償却や準備金等の企業関係特別措置
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の整理・合理化が図られてきたからであり，租碗特別措置の廃止・縮小による
課税べ一スの拡大には余り大きな期待は持てない。しかし，租税特別措置は本
質的に非中立的な租税誘因であり，長期的かつ普遍的な要請である研究開発投
資の促進等を除いて，その政策目的の妥当性，効果の確実性，弊害の小ささ等
の評価基準からなお一層の整理・合理化を図る必要があろう。
表5　企業関係租税特別措置減収額の法人税収に対する割合
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：億円、％）
年度　　　　（当　初　予　算）㈱
　　　　金　額1対前年度比
40　　　　　　　　　10．357　　　　　　　　102．0
41　　　　　　　　　8．947　　　　　　　　86．4
42　　　　　　　　　11，790　　　　　　　　工3工一8
43　　　　　　　　　14．765　　　　　　　　125．2
44　　　　　　　　　18．580　　　　　　　　125．8
45　　　　　　　　　24，203　　　　　　　　工30．3
46　　　　　　　　　28．715　　　　　　　　118．6
47　　　　　　　　　25．917　　　　　　　　90．3
48　　　　　　　　　35．384　　　　　　　　136．5
49　　　　　　　　　49．280　　　　　　　　139．3
50　　　　　　　　　61．410　　　　　　　　124．6
51　　　　　　　　　46．080　　　　　　　　75．0
52　　　　　　　　　58．130　　　　　　　　126．2
53　　　　　　　　　56．480　　　　　　　　97．2
54　　　　　　　65．750　　　　　　116．4
55　　　　　　　　　85．040　　　　　　　　129．3
56　　　　　　　　　103．520　　　　　　　　121．7
57　　　　　　　　　119，510　　　　　　　　ユ15．4
58　　　　　　　　　94．970　　　　　　　　　79，5
59　　　　　　ユ09．980　　　　　　1工5．8
60　　　　　　　　125．460　　　　　　　　114．1
61　　　　　　　　127，060　　　　　　　ユ01．3
法　　人　　税　　収　　　企業関係租税特別措置減収額　　　　　　！
金
（除く交際費）（B）　　　　（B）■㈹
額　対前年度比　　1
　　　　　　　　　　　■」…■■！　752　　　ユ15．9　　7・3！
　800　　　　　　　　106．4　　　　　　8．9　　1
　873　　　　　　　　ユ09．1　　　　　　7．4
1．025　　　　　　　　117．4　　　　　　6．9
1．309　　　　　　　127，7　　　　　7．0
1，794　　　　　　　　I37，1　　　　　　7，4
2．277　　　　　　　126．9　　　　　7．9
2．331　　　　　　　102．4　　　　　　9．0
2．279　　　　　　97，8　　　　6．4
2・670　　　　　　117．2　　　　5・4
3．040　　　　　　　113．9　　　　　　5．0
2．340　　　　　　　　77．0　　　　　5．1
2．280　　　　　　97．4　　　　　3．9
2．300　　　　　　　100．9　　　　　4．1
2．640　　　　　　　114．8　　　　　4．0
2．320　　　　　　　　87．9　　　　　2．7
2，440　　　　　　ユ05．2　　　　2．4
2．640　　　　　　　　108，2　　　　　　2．2
2．960　　　　　　　　112，1　　　　　　3－1
3，640　　　　　ユ23．0　　　　3－3
4．060　　　　　　　　111．5　　　　　　3．2
4．060　　　　　　　　100．0　　　　　　3．2
（注）　　53年度の法人税収は，年度所属区分の改正による増収額を除外Lたものである。
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（2）引当金
　租税特別措置とは異なり，引当金は法人税の本法で定められており，特別の
租税誘因とはみなされていない。しかし，個々の引当金については企業規模別
にみてその利用度に薯しい格差がみられ，各々の利用実態を踏まえて吟味して
いく必要がある。税法上，引当金とLては貸倒引当金，退職給与引当金，賞与
引当金，返品調整引当金，特別修繕引当金および製品保証引当金が費用性引当
金として認められている。これらの中の後三考は特定の業種を対象としており，
問題がないとは言えない。また，貸倒引当金や退職給与引当金にも，かつて法
人税率引き上げの見返りとして導入・拡大された時期があったことや，昭和39
年度から従来の特別措置法から法人税法に根拠法が変わったこと等の経緯があ
り，純粋な費用性引当金とは認めがたい点がある。以下では，これら一般に広
く利用される性格の貸倒引当金，退職給与引当金，賞与引当金について考察す
る（表6，フ参照）。
　①貸倒引当金については，これまで法定繰入れ率について随時見直しが行わ
れており，昭和60年分の期末残高は3兆1，244億円であり，昭和56年をピーク
として毎年減少の傾向にある。しかし，法定繰入れ率と実際の損失発生率との
間にぱまだかなりの乖離があることは確かであり，これまでのように繰入れ率
を引き下げるという方法ではなく，個々の企業毎に過去の貸倒実績で引き当て
る方法を採用するのが基本的には良いであろう。ω
　②退職給与引当金については，従来から，全体的にみれぱ利用法人割合が極
めて低いが，資本金の大きい法人ほど利用割合が高いという利用実態に大幅た
偏りがあること（表一），保全措置がなく，結果的に企業利益の内都留保とい
う色彩が濃いこと等の批判がある。
　これに対し，経団連等は退職金は労働の対価としての賃金の一部分であり，
企業ぱ従業員に対する退職金廣務の発生の都度，その金額を負債として貸借対
照表に計上し，将来支払いに備える必要があるとしている。しかし，大蔵省は
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退職金債務は潜在的に発生しているが退職によって，初めて確定するものであ
り，平均勤続予定年数（退職金原資の運用期間）と運用利回りで，現在価値に
評価し直した額が繰入れ限度であるとして，定年延長等に伴い勤続予定年数が
長期化しているとの判断から，昭和55年度に繰入れ率を50％から40％へと引き
表6　引当金の累年比較
区　分 貸倒引当金利　用法人数
年分I
昭和50
　51
　52
　53
　54
　55
　56
　57
　58
　59
（前よ主）／
　　　社
465．338
461．484
455．481
464．955
495．987
505．990
502，O02
479，235
μ9．989
450．607
452，786
（100．5％）
利用
割合
　劣
，4
36，6
34，7
34，5
35，4
34，9
33，5
1，1
28，5
2 ，7
27．3
期
残
末
同
　億円
27．278
28．681
29．753
30．649
33．221
34．044
34．835
32．444
32．092
31．276
31，244
（99．9％）
賞与引当金 退職給与引当金
利　用一
法人数
　　杜
ユ65．607
176．863
181．076
192．515
207．399
224．176
232．280
234．694
232．464
239．389
242，826
（101，4％）
利用
割合
　劣
13，7
14，0
13，8
4，3
14，8
15．5
I5，5
15，2
1 ，7
14，7
14．6
期　末
残　高 裂人袈1盤
　億円■
21．134
22．763
25．120
28．117
30．378
34．179
38．203
40．822
43．322
46．191
49，766
（107．7％）
　　杜」
94．376
99．057
102．408
105．801
109．152
108．915
115．692
114．374
111．721
116．824
115，606
（99．0％）
劣
7．8
7．9
7．8
7．8
7．8
7．5
7．7
7．4
7，1
7．2
7．0
期　末残　高
　億円
42．042
49．990
56．643
62．871
68．432
71．352
73．688
73．750
76．688
81．963
85，798
（104．7％）
（注）国税庁総務課『昭和60年分税務統計からみた法人企業の実態』（昭和62年3月）による。
表一　資本金階級別引当金の利用割合
＼＼資本金　　＼階級
500万円
500万円1，000万円11億円
以　　上 以　上1以　上10億円r㌔種類＼ 1，000万円1億円，10億円 合計’未　満 未　満 未　　満 未　満 以　　上1！
■
貸倒弓1当金 19．5％ 30．4％ 46，7％ 70．4％ 87．7％ 27．3％
賞与引当金 8．8 15．7 29．7 61．O 83．8 14．6
退職給与引当金 2．0 6．O 20．6 61．6 82．9 7．O
（注）国税庁総務課『昭和60年分税務統計から見た法人企業の実態』（昭和62年3月）による。
工245
　ユ42　　　　　　　　　　早稲田商学第327・328合併号
下げて現在に至っている。一2〕また，答申の指摘するように高齢化杜会の到来を
踏まえ，将来の方向として公的年金制度を補完する意味で外部拠出の年金制度
の充実が図られる状況にあること等を考慮し，たんに繰入れ率の変更だけでは
なく，要支給額の見直し等を含んだこの制度自体のあり方について全面的な検
討を図る必要があろう。帽〕
　③賞与引当金については，昭和60年度末残高が4兆9，000億円であり，資本
金1億円以上の企業の利用割合が高い。引当金とはいうものの比較的短期問に
支出される費用の引当であり，しかも継続的に発生し，それに人件費の増加が
昭和40年代に比して穏やかであることを考えれぱ，企業経営に与える影響は必
ずしも大きいとは言えず，しかも資本金の大きい法人ほど利用割合が高いとい
う利用実態に偏りが見られること等から漸次縮減・廃止を図るべきであろう。｛41
（3）減価償却
　減価償却制度は，期問損益を適正に計算するため，設備や建物等の固定資産
の取得価額をその使用期問に応じて費用配分するための企業会計上の仕組みで
あることは言うまでもない。企業決算と離れて，課税所得の計算上で償却期問
の短縮を認めるr申告調整方式」を採用しているアメリカやイギリスと異なり，
わが国の場合は，株主総会で承認された範囲でしか税法上も減価償却費の計上
を認めないr確定決算主義」を採用しており，減価償却額は法人税法において
資産毎に細かく決められた耐用年数に基づいて償却隈度額が定められている。
このように個々の資産についてそれぞれ年数を決めることは煩雑であり，アメ
リカ・イギリスのような大まかな資産分類によるガイドライン年数を採用する
ことも一つの改革案であるが，その問題は別として，この法定耐用年数は，資
産の物理的寿命に経済的陳腐化を加味して客観的に定められるべきものであり，
技術進歩による陳腐化の状況等に配慮しつつ，資本価値を維持し，法人所得を
適正に算定するためにも全般的な見直しが必要である。これに対し，今回の答
申では，耐用年数別表2に掲げられているすべての設備と最近の技術革新にと
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もなう新製品の製造設備の合計781設備を対象とした実態調査結果から平均使
用年数と法定耐用年数との閻にはある程度の差が認められるものの，現段階で
は必ずしも大幅な見直しを必要とする状況にはないとL，適宜，個別に見直し
を進めて行くのが適当としている。〔5〕しかしながら，機械・装置については昭
和39年，建物については昭和41年に法定耐用年数の改正が行われたのみで，そ
の後の技術進歩に対応しておらず，主要諸国の減価償却制度と比較して耐用年
数は相当長く，設備年齢の日米逆転や生産性の低下あるいは国際競争力の喪失
へとつながるおそれがある（表8参照）。今回の機械装置についてだげの調査
資料では十分ではなく，建物等の一般的な減価償却についても時問をかけた詳
細な調査が必要であり，その上で，見直しが図られるべきであろう。㈹
　残存価格については，取得価額の10％とされる現行制度を維持するのが適当
と答申では述べているが，建物，とくに鉄筋コンクリート造の場合，多額の取
り壊し費用を要することは周知の事実である。このようにマイナスの残存価額
を有するものについてはどう処置すべきか検討する必要がある。また，他の有
形固定資産についても，とくに昨今のスクラップ市場の低迷のため10％をこえ
るスクラップ価額を持つものは，まれであり，実情に合わせて引き下げを図る
べきであろう。なお，現在の定率法償却のもとでは費用が前倒しになり，残存
価額はスクラップ価額だけでは決定されないと答申では述べているが，それで
は定率法に一定の頭打ちを設けるとか定率法に代わる償却法を考慮すべきであ
って，定率法のゆえに残存価額を10％にとどめると言うのは議論としておかし
いであろう。｛7〕
（4）交際費
　交際費は，通常の商慣行上の経費として，企業会計においては当然損金とさ
れるべきものであるが，冗費抑制の名目のもとに年々課税強化され，昭和57年
度以降，大企業に対する交際費は全額損金不算入とされている。ただ，中小企
業については一定の定額控除（資本金1，000万円以下の法人については年400
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万円，資本金1，000～5，000万円の法人については年300万円）が認められてい
る。
　企業活動上必要な（特に，業種により交際費の必要性の高いものもある）経
費にまで課税するこの様な扱いは，課税べ一ス拡大の必要性が高いとはいえ，
全く疑問がないわけではない。また，中小法人の場合には交際費を控除するこ
とにより赤字法人になるケースがみられ，中小企業にのみ一定額の控除を認め
ているのは大企業とのバランスを著しく欠いており，早急な見直しが必要であ
る。交際費の費用化の問題は，杜会通念や杜会情勢あるいは政府の財政状況等
に依存するところが大きく，交際費をどの程度損金に算入すべきかと言う議論
は今後もこれらの要因によって左右されると思われる。交際費とは対照的に，
企業の営業活動とは直接関係のない寄付金について損金算入が認められており，
本来，利益処分的な性格の強い寄付金の損金算入範囲については慎重に検討す
る必要がある。帽］
（5）損益通算
　企業の損益通算には，①たとえ本年度に所得があっても当期以前に発生した
欠損と相殺できるかどうか，本年度に欠損が生じた場合に当期以前に支払った
税額が還付されるかどうか，②親会杜と子会杜の連結納税が認められるかどう
かという二つの問題がある。幅］
　①の損益通算については，わが国では昭和59年度の税制改正によって1年問
の欠損金の繰戻し措置が停止され，欠損金の5年問の繰越措匿しか認められて
いない。諸外国では，長期間の繰越の他に，繰戻しも認められており，例えば，
アメリカでは3年問の繰戻し，15年間の繰越，イギリスでは1年問の繰戻しと無
期限の繰越が認められている。企業経営の継続性という観点からすれば，繰戻
し還付の停止措置を当然廃止し，もう少し長期の繰越を認めてしかるべきであ
ろう。しかし，わが国の場合，法人成り現象により法人数に占める中小法人の
割合が非常に高く，しかもそれらの半数以上は赤字法人という実態からすると，
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これ以上長期に亘る繰越措置は煩雑さを増すだけで特に必要とは考えられない
であろう。
　②については，わが国では，単体べ一スで納税額が決定されること（個別企
業独立納税方式）になっているのに対し，アメリカ，イギリス，西ドイツでは
親子会杜等グループ企業全体の損益を通算して納税する方法（連結納税方式等）
が認められ，グループ全体としての担税力に即した課税が行われている。連結
納税方式では，グループ企業間の内部取引において生じた利益は課税所得から
除外され，グループ内での損益通算が行われるという利点がある。
　その他に，アメリカの連結納税制度では，グループのメンバー会杜に欠損が
あれぼ，その欠損をグループ全体の所得合計額から控除することが認められる
だげでなく，欠損会杜が税額控除（試験研究費税額控除等）を受けられない場
合でも，グループ全体として課税額がある限り，これらの適用を受げることが
できる。これにより納税額は大幅に減少することになる。他方，連結納税方式
は企業の系列化や合同を促進する結果になり，企業活動に対して非中立的な影
響を及ぼすことになる。
　わが国では，商法が連結決算制度自体を取り入れていないこともあり，連結
納税制度の実施は当面考えられないが，国際的な観点からも検討の必要があろ
う。
（6）外国税額控除制度
　この制度は，所得に対する国際的な二重課税の排除を目的として昭和28年度
に導入され，昭和38年度には海外事業活動の振興を図るため，一括隈度額方式
を採用する等大幅な拡充・整備が行われた。
　しかしながら，現行制度にはわが国経済の一層の国際化が進展しつつある現
在，少なからず問題を生じてい乱表9は業種別外国税額控除額の推移を示し
たものであるが，昭和59年度でみた場合，鉱業，機械工業，卸売業，金融保険
業の占める割合が高く，これら四つの業種で8割以上に達しており，一部の石
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1251
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表9　業種別外国税額控除額の推移
（単位：百万円）
1＼＼、．、年分1。。
i業種　’＼
　農林水産業
　鉱　　　　業
　建　　設　　業
　繊　維　工　業
　化　学　工　業
　鉄鋼金属工業
　機　械　工　業
　食料品製造業
；出版印刷業
1その他の製造業
！卸　　売　　業
　小　　売　　業
　料理飲食旅館業
　金融保険業
　不　動　産　業
　運輸通信公益事業
　サーピス業
　その他の法人
合　　　計
55
　　15　　　　570
111．085　　　　　176．395
　345　　　　　　1．558
　101　　　　　　　1．443
3．290　　　　　　　9．943
　675　　　　　　5．341
5．564　　　　　26．675
　283　　　　　　1．359
　　15　　　　　ユ03
　337　　　　　　2．37！
9．746　　　　　　43．635
　247　　　　166
　　3　　　　　29
18．601　　　　　66．045
　　21　　　　198
2．116　　　　　　5．216
　　18　　　　531
　　13　　　1，551
59　　　構成比　　59／50
％
O．2　　　72，4
36．3　　　1，6
1，5　　　21．1
0．2　　　7．5
2．5　　　3．6
2，5　　　17，6
14，6　　　　12．7
0，6　　　10．4
0．0　　　6．0
1，2　　　16，7
12．5　　6．2‘
O．1　　　1．1
0，0　　　64，0
23．3　　　6．1
0，2　　　46．1
1．5　　　3．4
0．7　　　190．2　・
2．2　　　　813，5　　『
152．476　343．129　484．1901100・03．2　1
（注）　「会社標本調査結果報告」（国税庁）による。
油会杜や商杜はこの制度を積極的に利用することにより殆ど税金を払っていな
い状態も現われている。ω
　現行制度では，全ての国外所得を一括し，それが全世界所得に占める割合で
当期の法人税額に乗じたものに当期以前の納税余裕額を加えて控除限度額を算
定している。この方式には，控除限度額の計算が比較的簡明であるといった利
点がある反面，わが国の実効税率を上回る高率で課された外国税についてまで
わが国で控除可能になってLまう。その結果，二重課税の排除という制度本来
の趣旨を超えた控除が行われ，さらには高税率で課された外国の租税を控除で
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きるようにするために企業が控除枠の創出を目的とLた投資行動を取る誘因と
なってしまうのである。
　また，控除限度額を計算するためには，国外・国内所得を適正に区分しなけ
れぱならないが，所得の内外区分が企業の活動実態を反映しない結果になる場
合が生じるという間題もある。今後，国際化の進展にともない，これらの問題
は益々重要になってくると思われるので，早急な解決が望まれる。しかし，一
括控除限度方式から国別控除限度方式に移行するには実務上の問題が多数発生
するおそれがあり，まず移転価格税制を定着させてからでないと無理ではない
かと思わわれ。したがって，折衷的な方法として，たとえぱ50％を超える率で
課される外国税のうち，50劣を趨える率に対応する部分を控除対象から除外す
るとか，全所得に占める国外所得の割合に上隈を設定する等の方法が考えられ
よう。＝呵
注（工）
　（2〕
（3）
（??
（5）
（??
（??
　なお、アメリカでは86年税制により貸倒引当金は廃止された。
　この引当金は昭和27年の法人税率の大幅引き上げが行われた際，その税負担を緩
和する意味もあって導入され，その後昭和31年度に繰入れ率が100％から50％へと
引き下げられた。
　外部拠出による部分が増えれば，それに応じて引当金も必要次くなるが，それは
要支給額の滅少であって，繰入れ率引き下げの問題ではない。
　昭和62年度税制改正では，この引当金のみが取り上げられ，62年度より64年度ま
で経過措置を取りながら廃止されることになっていた。
　個々の企業によっては，法定耐周年数の長すぎる場合があるのは事実であり，そ
の場合に備えた耐用年数の短縮制度の適用が実務上，非常に困難であることが問題
である。短縮承認の簡易化を検討することも必要ではないかと考えられ飢
　なお，アメリヵではACRSによる行き遇ぎた減価償却を認め，それが産業問・
企業問に負担の不公平をもたらしたため耐用年数を長期化させる方向で改正してい
る。
　定率法とは償却費が毎年同じ割合で逓減するように，一定の償却率を取得価額
（2年目以降はその取得価額から，既に行った償却分を差し引いた未償却残高）に
乗じて償却限度額を計算するカ法である。償却率は　取得価額×（1－r）』残存価
額で求められる（ただし，nは耐用年数，rは償却率である）。この式から判る
1253
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　ように，残存価額を引き上げれば，耐用年数が同じでも償却率rを引き上げて償却
　が前倒しされ，取得価額の適正な配分が困難になるというのが答申の考え方であ
　る。
（8）他方，全額損金算入カミ認められている指定寄付金や別途損金算入が認められてい
　る試験研究法人に対する寄付金については，その範囲を最近の杜会経済憤勢の変化
　に対応して拡充すべきと言う意見もある。
（9）　しかし，これらの問題については今回の答申では触れられていたい。
σO　たとえば，朝日新聞，1986年10月11日（夕）「ウイークユソド経済」を参照。アラ
　ビア石油をはじめ9大商杜のうち7杜までが60年度の確定申告で法人税ゼロであっ
　た。
㈹　この50％という率はわが国の実効税率を基準とした数値である。
おわりに
　以上，法人税改革における問題点を今回の税制調査会の答申を中心にみてき
た。答申では法人課税の改革を税負担水準から事業税までの6項目について検
討しているが，ここでは紙幅の関係上，赤字法人課税と事業税については触れ
ていない。答申は今回の税制改革の目標を法人企業問の市場での競争関係に対
して出来るだけ公正・中立的であることを重視し，その実現のために法人課税
の構造を見直し，この基本的な方向に沿って具体的な改革論を提示しようとし
ている。
　高度成長から低成長へ移行する過程で，サービス化・ハイテク化が進行し，
産業構造が従来の重厚長大から軽薄短小へと大きく変化する中で，税収目的か
らたんに税率の引き上げという形で法人課税の強化が進められてきたことによ
って，あらゆる市場での法人企業問の競争関係にもたらされてきた歪みを課税
の公正・中立性の観点から是正することに法人税改革の主たる課題があったと
言えよう。
　しかしながら，法人課税に対する改革も今日の税制改革全体が受げている増
減税なし（税収中立性）という制約のため，満足すべき水準にはまだ程遠いと
　工254
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思われる。例えぱ，税負担水準について，r財政事情を考慮し，中期的にみて，
実効税率が5割を下回る水準まで引き下げることが適当である」と述べている
ように内容的には物足りないのである。
　さらに根本的な問題として，今後，望ましい長期税制の確立を目指していく
上で，その中で法人税をどのように位置づげていくのかという長期的かつ基本
的な視点が明確に打ち出されていないことが挙げられよう。わが国の場合，国
税総額に占める法人税収の割合が先進諸国の中でも著しく高く，その意味では
わが国の財政当局が最も恩恵を受げており，そのため間接税の方で確実に減税
財源が確保出来るという見通しが立たたい限りは，法人税改革も本格的なもの
とはなりえないのであろう。したがって，法人税改革は間接税改革と結び付け
て，企業課税全体の見直しという包括的な見地から考察せねぱならず，そのと
き初めて抜本的な法人税改革となりえよう。＝1〕
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（1987年11月）
注（1）最近，小法人に対する商法改正間題が提起されており，その動きとの関連で法人
　　税制の見直しも必要とされよう。このことは，全世界的に事業活動を展開している
　　企業も実質的には個人事業である零細法人も一つの法人税という税目で律すること
　　が果Lて適当なのかどうかという問題につながる。
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